
令和４年１２月７日

青森県教育委員会第８８７回定例会



期 日 令和４年１２月７日（水）

場 所 教育庁教育委員会室

会 議 次 第

１ 開 会

２ 報 告

○報告第１号 議案に対する意見について …………………………… １

○報告第２号 行政文書一部開示決定処分に対する審査請

（ ）求に係る裁決について ………………… 非公開の会議

○報告第３号 青森県生涯学習審議会への諮問について …………… ２

３ その他

○県立高等学校教育改革に係る要望書について ……………………… ３

４ 閉 会



報告第１号 

 

議案に対する意見について 

 

知事から意見を求められた下記議案について、緊急を要するため、青森

県教育委員会の事務の委任等に関する規則第４条第１項の規定に基づき、

教育長において臨時に代理し、原案に同意したので、ここに報告します。 

 

記 

 

１ 令和４年度青森県一般会計補正予算（第３号）案（教育委員会所管分） 

２ 特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 

３ 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案 

４ 公の施設の指定管理者の指定の件（青森県総合社会教育センター） 
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報告第３号 
 

 

 

青森県生涯学習審議会への諮問について 
 

 

 障害者の生涯学習の推進方策に関する下記の事項について

青森県生涯学習審議会に諮問したので、報告します。 

 

記 

 

１ 障害者の多様な学習活動の充実 

 

２ 障害の有無にかかわらず共に学ぶ場づくり 

 

３ 障害者の学びを推進するための基盤の整備 
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［その他］ 

 

県立高等学校教育改革に係る要望書について 

 

１ 「青森県立高等学校教育改革推進計画に係る今後の対応について」の件 

 

 ・提出者氏名  むつ市長 宮下 宗一郎 外１２名 

 

・受理年月日  令和４年１１月９日 
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参 考 資 料

第８８７回定例会（令和４年１２月）

●報告第１号

議案に対する意見について P１～P５

●報告第３号

青森県生涯学習審議会への諮問について P６～P９



 

 

 

令和４年度１１月補正予算の概要について（教育委員会所管分） 

 

              補 正 予 算 額      ３３２，５７５千円 
              現 計 予 算 額  １２２，７７１，４１６千円 
              補正後の予算額  １２３，１０３，９９１千円 

 

◎ 要求の主なもの 

 

※ 人件費以外分 
 

特別支援学校費      ２２，３６５千円 

 ○県立学校情報教育推進事業費（１人１台端末）    ２２，３６５千円 

特別支援学校におけるＩＣＴ活用による教育環境の高度化を推進する 

ため、指導者用の情報端末の整備に要する経費の増額補正 

 
高等学校管理費ほか７目 ４４９，７００千円 
 ○燃料費及び電気料高騰分             ４４９，７００千円 
   燃料費及び電気料の高騰に伴う管理運営費の増額補正 
 

 

 

※ 人件費分 
 

教育行政費          ２７，４８４千円 
教職員人事費             １９千円 
教育指導費             １４１千円 
小学校費          △２３２，９９８千円 
中学校費            ２３，０４２千円 
高等学校総務費        １８６，６１６千円 
高等学校管理費             １１千円 
特別支援学校費          △１２９，５４１千円 
社会教育振興費       △１２，５８６千円 
文化財保護費           △８９２千円 
三内丸山遺跡センター費        ６０千円 
保健給食振興費        ６６，６１８千円 
 
 ○事務局等分                     ８０，８５５千円 
 ○学 校 分                    △１５２，８８１千円 
   定期人事異動及び人事委員会勧告に伴う給与改定等による給与費の 

精査 
 
 

 
 

 

参 考 資 料 

報告第１号関係 

  

－1－



参 考 資 料

報告第１号関係 

 

特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 概要 

 

１ 概 要 

  知事等の期末手当について、県の一般職及び国の特別職の取扱いを踏まえ、支給割合を改め

るものである。 

 

２ 改定内容 

年 度
 支 給 月 数 

６月期 １２月期 年  間 

Ｒ４ 改定前  １．５７５ １．５７５   ３．１５ 

Ｒ４ 改定後  １．５７５ １．６７５(＋0.10)   ３．２５ (＋0.10) 

Ｒ ５  １．６２５(＋0.05) １．６２５(△0.05)   ３．２５ 

                             ※（  ）内は前年度からの増減 

 

３ 改定の考え方 

 知事等の期末手当の支給割合は、国の特別職の期末手当の取扱いを踏まえ、県の一般職の期

末・勤勉手当の支給割合に対する比率を国と同様に維持するように改定しており、今回も同様

とする。また、令和５年度以後は期別支給割合が同じになるよう引上げ分を均等割するもので

ある。 

 

４ 施行期日 

 公布の日。ただし、令和５年６月期以降の支給割合に係る部分は令和５年４月１日施行。 

 

＜参考１＞ 国の特別職の支給割合（予定） 

年 度
 支 給 月 数  

 

  国の一般職 

 勤勉手当の引上げ 

 一般の職員 0.10 月、指定職職員 0.05 月 

６月期 １２月期 年  間 

Ｒ４改定前 1.625 1.625 3.25 

Ｒ４改定後 1.625 1.675 (+0.05) 3.30(+0.05) 

Ｒ ５ 1.650 (+0.025) 1.650 （△0.025) 3.30 

 

 ＜参考＞ 本県の一般職の支給割合 

 

年 度 

 

支 給 月 数 

６月期 １２月期 年 間 

期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 期末 勤勉 計 

Ｒ４改定前 1.20 0.90 2.10 1.20 0.90 2.10 2.40 1.80 4.20 

Ｒ４改定後 1.20 0.90 2.10 1.20 
1.00 

（＋0.10） 

2.20 

（＋0.10） 
2.40 

1.90 

（＋0.10） 

4.30 

（＋0.10） 

Ｒ ５ 1.20 
0.95 

（＋0.05） 

2.15 

（＋0.05） 
1.20 

0.95 

（△0.05） 

2.15 

（△0.05） 
2.40 1.90 4.30 

                               ※（  ）内は前年度からの増減 
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参 考 資 料

報告第１号関係

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例案 概要

１ 概 要

令和４年10月11日付けの青森県人事委員会からの職員の給与等に関する報告及び勧告に基

づき、職員の給料月額等を改定するものである。

２ 改定内容

(1) 人事委員会勧告及び報告に伴う改正

＜公布日施行（一部遡及適用）＞

ア 職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という ）の一部改正。

区 分 改 正 内 容

①給料月額 初任給及び若年層の給料月額を引上げ

別表第１～第６ （行政職：大卒程度に係る初任給を3,000円、高卒程度に係る初任（ ）

給を4,000円引上げ。これを踏まえ、30歳台半ばまでの職員が在

職する号給について所要の改定 ）。

②勤勉手当 年間の支給割合を０.１０月分引上げ

(第19条の４)

イ 任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正

区 分 改 正 内 容

①給料月額 第１号任期付研究員及び第２号任期付研究員の給料月額を一部引上

（第５条） げ（1,000円）

②期末手当 年間の支給割合を０.１０月分引上げ

(第６条)

※ 現在、任期付研究員はいない。

ウ 任期付職員の採用等に関する条例の一部改正

区 分 改 正 内 容

①給料月額 特定任期付職員の給料月額を一部引上げ

（第７条） （1,000円）

②期末手当 年間の支給割合を０.１０月分引上げ

(第８条)

※ 現在、任期付職員は知事部局に30名いるが、特定任期付職員ではないため、職員の

給与に関する条例の給料表を適用している。
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(2) 附則関係

ア 施行期日

、 、 。(ｱ) 公布の日から施行し 給料月額の改正については 令和４年４月１日から適用する

(ｲ) 勤勉手当の支給割合の引上げについては、令和４年12月期から適用する。

(ｳ) 令和５年６月期以降の勤勉手当の支給割合の引上げについては、令和５年４月１日

施行とする。

イ 令和４年４月１日前の異動者の号給の調整

令和４年４月１日までに職務の級を異にして異動した職員及び人事委員会の定めるこ

れに準ずる職員の同日における号給については、その者が同日において職務の級を異に

する異動等をしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、人事委員

会の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。

ウ 給与の内払

改正後の給与条例等を適用する場合においては、改正前の給与条例等に基づいて支給

された給与は、それぞれ改正後の給与条例等による給与の内払とみなす。

エ 人事委員会規則への委任

上記に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、人事委員会規則で定

める。

－4－



参　考　資　料

報告第１号関係

指定管理者となる団体

（ 構　成　団　体 ）

学び・生かすあおもりグループ

　青森コミュニティビジネス株式会社
　（代表）

　一般社団法人青森夢創造機構

　青森放送株式会社

指 定 の 期 間

　 令和5年4月1日～
　　 令和10年3月31日
　　　（５年間）

公の施設の指定管理者の指定について

施　設　の　名　称

青森県総合社会教育センター

－5－



青教生第１０９７号 
令和４年１１月２１日 

 
 
青森県生涯学習審議会会長 殿 
 
 

青森県教育委員会教育長   
 
 

諮 問 書 
 
 
障害者の生涯学習の推進方策に関する次の事項について、別紙理由書を添えて諮

問します。 
 
 
 
１ 障害者の多様な学習活動の充実 
 
 
２ 障害の有無にかかわらず共に学ぶ場づくり 
 
 
３ 障害者の学びを推進するための基盤の整備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

参 考 資 料 

報告第３号関係 

－6－



理 由 書 

障害者の生涯学習の推進方策について 

 

【理由】 

（障害者の生涯学習に関する国の動向） 

  障害者の生涯学習推進については、平成１８年に国連総会において採択された

「障害者の権利に関する条約」（以下「障害者権利条約」という。）において、障

害者の人権や基本的自由の享有を確保し、障害者の固有の尊厳の尊重を促進するた

め、障害者の権利の実現のための措置等を規定しているほか、第２４条では、あら

ゆる段階における障害者を包容する教育制度及び生涯学習を確保することが明記

されました。    

  国は、障害者権利条約批准に伴い国内法の整備を進め、その一環として平成２３

年に改正された障害者基本法では、障害者の定義を、「障害及び社会的障壁により

継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」と定めると

もに、平成２８年に施行された「障害を理由とする差別の解消の促進に関する法律」

（以下「障害者差別解消法」という。）では、移動面での困難を解消する物理的環

境への配慮やコミュニケーションなどの意思疎通の配慮などといった合理的配慮

について国・地方自治体の義務化が示されました。 

  さらに、平成３０年３月に閣議決定された第４次障害者基本計画では、教育の振

興における障害者施策の基本的な方向性の一つとして「生涯を通じた多様な学習活

動の充実」が盛り込まれ、障害者の各ライフステージにおける学びの支援を通じて、

地域や社会への参加を促進し、共生社会の実現につなげることが示されました。 

 

（学校卒業後における障害者の学びの促進に関する有識者会議報告） 

  文部科学省では、平成３０年２月に「学校卒業後における障害者の学びの促進に

関する有識者会議」を設置し、障害者の生涯学習に関する現状と課題の把握、それ

に基づく推進方策について検討を行い、平成３１年３月に報告書「障害者の生涯学

習の推進について」をまとめました。その中では、目指す社会像として「誰もが、

障害の有無にかかわらず共に学び、生きる共生社会」を掲げ、障害者の生涯学習を

推進するための方策として、学校卒業後における障害者の学びの場づくり、障害の

有無にかかわらず共に学ぶ場づくり、障害に関する理解促進、障害者の学びを推進

するための基盤の整備が示されました。 

 

（障害者の生涯学習の推進方策について） 

  文部科学省では、令和元年７月に「障害者の生涯学習の推進方策について（通知）」

を発出し、都道府県、市町村に期待される取組として、障害者の多様な学習活動の

充実、障害の有無にかかわらず共に学ぶ場づくり、障害に関する理解促進、障害者

参 考 資 料 

報告第３号関係 

－7－



の学びの場づくりの担い手の育成、障害者の学びを推進するための基盤の整備の５

つの項目を掲げています。具体的な内容として、都道府県と市町村による地域にお

ける障害者の学びの場の確保、都道府県、市町村や公民館等の主催事業・講座等の

合理的配慮の観点からの見直し、都道府県による市町村の障害者学習支援担当を対

象とした人材育成研修の実施、都道府県・市町村における連携体制の構築、学びの

場の確保などが示されました。 

 

（障害者の生涯学習をめぐる現状・課題） 

  平成３０年に文部科学省が行った「学校卒業後の学習活動に関する障害者本人等

アンケート調査」では、障害者の８１．１％が「障害者の学習機会が充実されるこ

とは重要だと思う」と答えている一方で、７１．７％が「一緒に学習する友人、仲

間がいない」、６６．３％が「学ぼうとする障害者に対する社会の理解がない」、

６７．２％が「知りたいことを学ぶための場や学習プログラムが身近にない」と答

えています。同じく、平成３１年に文部科学省が行った「学校卒業後の障害者が学

習活動に参加する際の阻害要因・促進要因に関する調査研究」では、全国の公民館

等のうち障害者の学習活動の支援に関わった経験があると答えたのは１４．５％に

とどまっています。 

  本県の現状では、令和３年３月の県内の特別支援学校高等部卒業生の進路状況と

して、高等教育機関への進学率は約０．８％で全国の約２．２％と同様に低い水準

にあり、約９１％が就職又は障害福祉サービス事業所などに進んでいます。また、

令和元年度に県内の公民館を対象に県教育委員会が実施した「公民館の役割に関す

る現状調査」によると、障害者を対象とした主催事業を実施している公民館は２．

１％にとどまっていることに加え、県内のＮＰＯ法人等の民間団体が自ら障害者の

生涯学習を支援している活動も少ない状況にあると思われます。このような状況を

踏まえ、第１５期青森県生涯学習審議会答申では、障害者権利条約の批准による学

習機会の保障や障害者差別解消法施行による共生社会の実現を目指す観点から、障

害者の生涯学習に関する取組が県内各地に広がることが求められると提言されて

います。 

 

  以上を踏まえ、本県における障害者の生涯学習を推進していくに当たり、今後、

必要となる振興方策について、次の事項を中心に御審議をお願いします。 
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 審議事項の一つ目は、「障害者の多様な学習活動の充実」であります。 

 学校卒業後の障害者の学びに関して、障害者にとってこれまで生涯を通じて学ぶ機

会が十分にあったとは言えず、今後、障害者の学習活動を充実させるためには、障害

の状態や特性を踏まえ、実生活に即しながら本人が希望する学習を主体的、継続的に

行うことができるよう条件整備を行う必要があります。 

 また、学びを一時的なものとせず、継続させていくためには、周囲の支援や共に学

び合う仲間の存在など環境づくりも必要になってくることから、障害者の多様なニー

ズに応じた学習機会の提供及び学びを継続できる環境づくりについて御検討をお願

いします。 

 

 審議事項の二つ目は、「障害の有無にかかわらず共に学ぶ場づくり」であります。 

 障害者の学びの場に関して、公民館や特別支援学校等で学校卒業後の障害者を対象

とした学習機会を提供している例は一部にとどまっており、障害者にとって地域での

学習活動に参加するなどの機会が少なく、選択肢も十分でない状況にあります。 

 また、障害者が地域の学習活動に参加する際には、本人や保護者が周囲に理解し受

容してもらえるか不安感を抱えていることが多いため、障害者の学びの場づくりと合

わせて障害に関する社会全体の理解の促進を図ることが重要となります。 

 こうしたことから、障害者と共に学ぶ機会の充実及び障害者の学びに対する理解促

進のための方策について御検討をお願いします。 

 

審議事項の三つ目は、「障害者の学びを推進するための基盤の整備」であります。  

 障害者の学びの場が不足している現状では、その担い手の育成・確保は喫緊の課題

であり、障害者の学びを推進するため、地方公共団体や教育機関だけではなく、社会

福祉法人やＮＰＯ法人等の様々な実施主体が担い手となることが期待されており、当

事者中心の生涯学習の視点、障害や障害者本人に関する基礎的知識・理解を身に付け

る等の専門性が求められます。 

 また、障害者の多くは学校卒業後、就職又は障害福祉サービス事業所などに進んで

いることから、日々の生活において円滑かつ継続的に学ぶことができるよう、障害者

の生涯にわたる学習活動と福祉や労働、医療などの分野における取組と連携するため

の体制づくりが必要となります。 

 さらに、障害者の学習活動を行う実施主体同士が連携・協働することで、障害者の

学びに関する知見を周囲と共有し、地域における障害者の学びの充実につながること

が期待されます。 

 こうしたことから、障害者の生涯学習の推進を担う人材（担い手）の育成及び多様

な主体の連携強化について御検討をお願いします。 

 

 以上が中心的に御審議をお願いしたい事項でありますが、障害者の生涯学習の推進

に向けた振興方策に関連し、必要な事項について幅広く御検討いただきますようお願

いします。 
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